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概要 

（１）経営理念 

 

公社設立以来 50 年以上にわたって培ってきた技術力を発揮し、着実で質の

高い事業を通じて、東京の持つ様々な課題を解決し、都民の生活・暮らしの向

上に資するまちづくりをめざすとともに、新たな発想で将来のまちづくりにつ

いての提案も積極的に行い、魅力的で活力ある東京の持続的発展に寄与するた

め、以下の経営理念を平成 26 年に設定しました。 

 

 

 

 

 

（２）令和８年度事業計画の位置付け 

本計画は、「東京都都市づくり公社アクションプラン 2024」及び「アクショ

ンプラン～新たな方向性～（令和７年度）」に基づく令和８年度事業計画であ

る。 

 

東京都都市づくり公社は、安心で快適な都市環境を実現し、 

魅力的な東京の発展に貢献します。 

【経営理念】
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令和８年度事業計画基本方針 

 

公社は設立以来 60 年以上に亘り、土地区画整理事業、下水道事業、用地取得

事業、公社用地を活用した地域活性化・地域貢献事業などを通して、主に多摩地

域自治体のまちづくりを補完的に支援してきた。  

この間、先人の知恵と工夫もあり、約 677 億円の正味財産（令和７年３月時

点）を有するに至っている。  

これからも公社は、既存事業を着実に実施していくことに加え、社会の変化に

対応し、様々な都市課題の解決に向けて、新たな事業に挑戦するとともに、技術・

ノウハウを継承・強化し、引き続き公社の存在意義を示していく。  

 

令和８年度は、上記の都市づくりにおける課題解決と公社の役割を果たすため

の取組みを定めた事業計画により、都民及び関係自治体からの信頼を高め、公社

に託された期待に応えられるよう「まちづくりのパートナー」として、安心で快

適な都市環境を実現し、魅力的な東京の発展に貢献していく。 
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Ⅰ.公益目的事業 

 

都民が安全・安心・快適に暮らせる首都東京の都市づくりを実現するため、以

下の事業を行う。  

 

１.市街地整備事業 

（１）土地区画整理事業（受託） 

土地区画整理事業は、地域社会の健全な発展及び活力ある地域社会の実現に寄

与することを目的に、道路などの都市基盤と安全で災害に強く良好な住環境を備

えた市街地を計画的に整備する。  

 

単位：千円 

事業費総額 

内   訳 

工事費 調査設計費 事業管理費 

12,127,720 9,715,143 715,339 1,697,238 

     

 

事業目標 事業内容 

土 地 区 画

整 理 事 業

の 着 実 な

執行 

多摩地区における公共団体施行土地区画整理事業の計画業務

（事業計画作成等）、換地業務（換地設計等）、補償業務（建物移

転協議等）、工事業務（道路築造工事等の設計、施工等）、調査設

計業務（測量、調査等）を受託し執行する。 

令和８年度は、八王子市、町田市、日野市、羽村市、瑞穂町、

稲城市、小金井市及び武蔵村山市から受託した施行中 16 地区の事

業を着実に実施する。 

施行地区・・・宇津木地区等 16 地区 

施行準備地区・・・多摩市役所周辺地区 
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単位：千円

委 託 者 名 地 区 名
受託面積

(ha)
工 事 費

（ 移 転 補 償 費 含 む）
調 査 設 計 費 合 計

宇 津 木 55.0 502,031 10,471 512,502

中 野 中 央 18.4 19,067 - 19,067

中 野 西 54.6 53,198 - 53,198

小 計 128.0 574,296 10,471 584,767

町 田 市 鶴 川 駅 南 2.6 1,921,218 30,366 1,951,584

豊 田 南 87.1 497,611 30,070 527,681

万 願 寺 第 二 46.4 239,792 19,200 258,992

東 町 34.5 571,456 9,710 581,166

西 平 山 91.4 1,036,992 50,710 1,087,702

小 計 259.4 2,345,851 109,690 2,455,541

羽 村 市 羽 村 駅 西 口 42.4 1,652,030 121,640 1,773,670

瑞 穂 町 箱 根 ケ 崎 駅 西 27.4 84,577 166,994 251,571

稲 城 榎 戸 25.3 78,793 27,036 105,829

稲 城 矢 野 口 駅 周 辺 16.8 632,985 7,105 640,090

稲城稲城長沼駅周辺 10.6 773,149 9,085 782,234

稲 城 南 多 摩 駅 周 辺 12.2 259,416 23,092 282,508

小 計 64.9 1,744,343 66,318 1,810,661

小 金 井 市 東 小 金 井 駅 北 口 11.0 603,828 91,100 694,928

武 蔵 村 山 市 武 蔵 村 山 都 市 核 30.9 789,000 95,440 884,440

566.6 9,715,143 692,019 10,407,162

多 摩 市 多 摩 市 役 所 周 辺 ※ - - 23,320 23,320

- - 23,320 23,320

566.6 9,715,143 715,339 10,430,482

土 地 区 画 整 理 事 業 概 要

八 王 子 市

日 野 市

稲 城 市

合               計

(施行準備地区等)　

計

合      計

※ 多摩市役所周辺地区は、事業計画検討業務を実施
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（２）都市機能更新事業（受託） 

都市機能更新事業は、道路ネットワークの早期完成及び都市防災機能の向上を

図ることを目的に、道路用地の取得等を行うほか、東京都が推進する防災都市づ

くり推進計画に基づく木密地域不燃化等の取組を実施する。  

単位：千円 

事業費総額 
内     訳 

買収借上費 調査費 工事費 事業管理費 

3,067,662 1,246,218 376,259 56,121 1,389,064 

     

事業目標 事業内容 

木 密 不 燃

化 事 業 の

着 実 な 執

行 

東京都が推進する防災都市づくり推進計画に基づく特定整備路

線及び木密地域等における事業を受託し執行する。 

令和８年度の特定整備路線については、東京都市計画道路補助第

86 号線（北区志茂・岩淵地区）等に関する用地取得業務や相談窓

口運営業務を着実に実施していく。 

木密地域の不燃化については、北区十条駅周辺地区を含む３区３

地区における無接道敷地の解消、建替え促進や防災生活道路の整備

等の業務を着実に実施する。また、重点整備地域、整備地域及び防

災再開発促進地区での私道無電柱化推進業務を進めていく。 

道 路 用 地

取 得 等 の

着 実 な 執

行 

地方公共団体（１都５区５市１町）における都市施設の用地取得

等業務及び整備業務を受託し着実に実施する。 
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単位：千円

事 業 委 託 者 名 地 区 名 等 事 業 内 容 買 収 借 上 費 調 査 費 工 事 費 合 計

東京都市計画道路補助第86号線（特定整備路線）
北区志茂・岩淵地区

用地取得業務
相談窓口運営

270,827    5,846      19,358     296,031    

東京都市計画道路補助第73号線（特定整備路線）
北区十条駅周辺地区

相談窓口運営 -          -          -          -          

東京都市計画道路補助第26号線（特定整備路線）
板橋区大山駅周辺西地区

用地取得業務 155,016    -          15,556     170,572    

東京都市計画道路補助第29号線（特定整備路線）
品川区戸越二・四・五・六丁目地区

用地取得業務 170,000    -          -          170,000    

重点整備地域、整備地域及び防災再開発促進地区 無電柱化推進 - 2,750      - 2,750      

北 区 十条駅周辺地区 用地取得業務 -          -          -          -          

江 東 区 北砂三・四・五丁目地区
用地取得業務
（測量等）

-          5,812      -          5,812      

目 黒 区
目黒本町五・六丁目、原町一丁目、

洗足一丁目地区
建替え促進 -          2,200      -          2,200      

都市計画道路用地（優先整備路線）の先行取得 用地取得業務 - 4,716      4,746      9,462      

都市計画公園・緑地用地の先行取得 用地取得業務 - 1,627      1,501      3,128      

東京都市計画道路補助第28号線
大田区大森駅地区

用地取得業務 650,000    6,600      -          656,600    

既存盛土調査（大規模盛土造成地） 安全性把握調査 - 199,681    - 199,681    

連続立体交差事業（埼京線十条駅付近）
用地取得業務
（測量等）

375 17,352     - 17,727     

宅地開発無電柱化 無電柱化推進 - 36,942     - 36,942     

花畑北部土地区画整理事業の道路管理者引継ぎ 工事監督補助業務 - -          - -          

北 区 東日本旅客鉄道赤羽線（埼京線）付属街路
用地取得業務
（測量等）

- 13,928     - 13,928     

港 区 東京都市計画道路補助第7号線 用地取得業務 - -          -          -          

品 川 区 京浜急行本線北品川駅駅前広場 用地取得業務 - -          -          -          

大 田 区
東京都市計画交通広場

大森駅西口広場
用地取得業務 - 363        -          363        

渋 谷 区 東京都市計画道路補助第18号線
用地取得業務
（測量等）

- 5,500      -          5,500      

宮西町地区 用地取得業務 - -          -          -          

分倍河原駅周辺地区 用地取得業務 - 3,410      -          3,410      

昭 島 市 中神駅北側地域 用地取得業務 - -          -          -          

国 分 寺 市
国分寺都市計画道路3・4・12号

国分寺駅上水線
用地取得業務 - 3,300 7,700      11,000     

国 立 市
国立都市計画道路3・4・8号

日野駅国立線
用地取得業務 - 4,548      7,260      11,808     

立川都市計画道路3・4・26号
東大和清水線

事業認可
取得業務

- 35,200     -          35,200     

一般市道舗装補修工事事業 道路整備 - 13,600     -          13,600     

瑞 穂 町 福生都市計画道路3・5・23号線
事業認可
準備支援

- 12,884     -          12,884     

1,246,218 376,259   56,121    1,678,598 合          計

都 市 機 能 更 新 事 業 概 要

木密
不燃化

東 京 都

道路用地
取得等

東 京 都

府 中 市

東 大 和 市
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２.都市環境整備事業  

（１）下水道事業（受託） 

下水道事業は、都市の健全な発達及び生活環境の向上を目的に、下水道整備の

推進や浸水対策、ストックマネジメント（長寿命化）及び耐震化に関する施設整

備のほか、下水道施設の維持管理を行う。  

単位：千円 

事業費総額 

内   訳 

工事費 維持管理費 事業管理費 

13,848,470 11,798,073 682,634 1,367,763 

                      

     

事業目標 事業内容 

下 水 道 整

備 に よ る

都 市 環 境

の向上 

汚水管の整備、雨水管の整備、ストックマネジメント（長寿命

化）及び耐震化等の下水道施設の整備・改築に関して、計画策定

から設計、工事に至る一連の業務を受託し執行する。また、維持

管理業務や下水道台帳システム更新業務を受託し執行する。 

令和８年度は、新島村、東村山市の汚水整備事業、清瀬市、東

大和市の雨水整備事業、小平市、国分寺市のストックマネジメン

ト（長寿命化）事業、昭島市、府中市の耐震化事業等、全 25 都市

町村から事業を受託し、着実に実施する。 
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単位：千円

汚
水
整
備

雨
水
整
備

ス
ト
ッ

ク

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

(

長
寿
命
化

)

耐
震
化

台
帳

シ
ス
テ
ム

維
持
管
理

そ
の
他

八 王 子 市 ○ ○ ○ 349    -      4,791,968       -         4,791,968     

青 梅 市 ○ -      -      44,000          - 44,000        

町 田 市 ○ ○ 1,107  -      266,695         - 266,695       

日 野 市 ○ - -      -               - -             

羽 村 市 ○ - -      3,648           - 3,648         

立 川 市 ○ - -      1,049           - 1,049         

府 中 市 ○ ○ ○ ○ - 1,260  281,218         150,200   431,418       

昭 島 市 ○ ○ ○ ○ - 1,074  649,862         - 649,862       

調 布 市 ○ - -      -               - -             

小 平 市 ○ - 2,908  635,613         - 635,613       

東 村 山 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 700    1,118  712,423         149,670   862,093       

国 分 寺 市 ○ - 955    519,200         -         519,200       

国 立 市 ○ - 1,153  31,790          - 31,790        

狛 江 市 ○ - -      263,835         - 263,835       

東 大 和 市 ○ ○ 248 -      433,870         - 433,870       

清 瀬 市 ○ ○ ○ ○ 840 450    991,281         - 991,281       

東久留米市 ○ ○ - 2,197  439,809         - 439,809       

武蔵村山市 ○ ○ ○ ○ 2,755 -      709,297         - 709,297       

稲 城 市 ○ ○ ○ -      -      42,550          - 42,550        

あきる野市 ○ ○ ○ ○ -      1,508  108,794         192,096   300,890       

西 東 京 市 ○ - -      7,554           - 7,554         

瑞 穂 町 ○ ○ ○ ○ ○ 210    -      264,990         18,150    283,140       

日 の 出 町 ○ ○ ○ ○ - 593    212,799         172,518   385,317       

新 島 村 ○ 320    -      350,622         - 350,622       

東 京 都 ○ - -      35,206          - 35,206        

6,528 13,216 11,798,073    682,634  12,480,707  

合 計

合               計

下 水 道 事 業 概 要

委 託 者 名

事 業 内 容

管 布 設
延 長
(m)

更 新
延 長
(m)

工 事 費 維 持 管 理費
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（２）資源リサイクル事業（受託）  

資源リサイクル事業は、都内公共工事における建設発生土を、再資源化プラン

ト施設等の運営により改良する等、再利用促進を図る。 

 

東京都建設発生土再利用センター運営管理事業  

単位：千円  

事業費総額 

内   訳 

運営管理 

委託費 
都納付金 事業管理費 

2,924,351 2,224,748 547,974 151,629 

 

事業目標 事業内容 

建 設 発 生

土 の リ サ

イ ク ル 推

進 

 東京都建設発生土再利用センターの運営管理事業を東京都から

受託し執行する。 

主に区部の公共工事から発生する建設発生土を受け入れ、土質

改良プラントで改良土に生成し、公共工事の埋戻し材料に利用す

ること等により、建設発生土の再資源化を促進する。 

＜取扱土量（予定）＞ 発生土持込：25.0 万㎥ 

改良土持出：24.0 万㎥ 

           普通土持出：10.0 万㎥ 
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３.都市づくり支援事業 

 

各自治体の都市づくりに対する総合支援を目的とした「都市づくり調査事業」、

質の高いまちづくりの推進を目的とした「まちづくり支援事業」、環境負荷の少

ない都市づくりの推進を目的とした「生活環境向上事業」、緑豊かな住環境の創

出を目的とした「緑化事業」及び防災都市づくりの推進を目的とした「防災・災

害対策事業」について、技術支援、助成、調査研究及び普及啓発等を行う。特に

都市づくり調査事業においては、市街地整備事業や都市環境整備事業から得た専

門的知見を活用し、地域まちづくりの推進、首都東京の都市づくりのさらなる発

展に活かしていく。  

 

単位：千円 

事業費 

総額 

内     訳 

都市づくり

調査事業費 

まちづくり 

支援事業費 

生活環境 

向上事業費 

緑化 

事業費 

防災・災害 

対策事業費 
事業管理費 

549,655 103,770 48,622 2,605 95,087 11,880 287,691 
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（１）都市づくり調査事業（受託・自主）：103,770 千円 

事業目標 事業内容 

各 自 治 体

の 都 市 づ

く り に 対

す る 総 合

支援 

○自治体に対する技術支援 

（自治体へ提案する調査研究機能の発揮） 

 多摩地域の自治体のまちづくりにおける将来像について、自治

体と密度の濃い意見交換による課題の共有を図り、課題解決に向

けた具体的な施策を調査研究し、自治体に提案する。また、更に

自治体から寄せられる支援要請等に関して、政策形成支援を行う。 

（自治体へのサポート機能の発揮） 

公社の技術力・ノウハウを生かし、技術職員の不足や技術的課

題に悩む自治体からの相談に対して、現地調査や助言等の技術支

援を無償で行う。さらに踏み込んだ支援について、自治体からの

要請があれば、公社が受託可能な事業について、有償で受託する。 

 

 

（２）まちづくり支援事業（自主）：48,622 千円 

事業目標 事業内容 

ま ち づ く

り 活 動 に

対 す る 支

援 

○まちづくり活動等に対する支援・助成  

 公社職員がまちづくりのノウハウを活用して、地域住民からの

相談に対応、住民が行う勉強会や専門家への相談など自発的な活

動に助成し、都民の様々なまちづくり活動を積極的に支援する。 

○調査研究  

人口減少や少子高齢化が急速に進む中、若い子育て世代や高齢

者にも安心していきいきと暮らせる、魅力や活力に満ちたまちづ

くりをいかに進めていくかなど、東京都や区市町村、大学等との

連携・協力を行い、より良いまちづくりに活かせる改善、向上に

向け調査研究する。 

また、都市計画に関する専門図書等を所蔵する「まちづくり資

料室」について、より効果的な運営方法を検討していく。 
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○普及啓発  

都民や自治体職員等、より多くの方にまちづくりに関する情報

提供を行っていくため、動画配信など最適な手法を検討し「都市

づくりフォーラム」及び「都市づくりセミナー」を実施していく

とともに、HP 等による情報提供も進める。 

 

 

（３）生活環境向上事業（自主）：2,605 千円 

事業目標 事業内容 

下 水 道 等

生 活 環 境

向 上 に 対

す る 技 術

支援 

○技術支援  

下水道の仕組みや歴史等に関する動画、イベントなどの情報を

主に都民向けに発信している HP「下水道の森」を活用する。 

○普及啓発  

 河川の水質改善や浸水対策等、生活環境の向上に貢献する事業

や技術について理解を深めることを目的に、自治体等が主催する

各種イベントに参加し、生活環境の向上に関する啓発活動を行う。 

 

 

（４）緑化事業（自主）：95,087 千円 

事業目標 事業内容 

都 市 緑 化

の促進 

○緑化に係る助成  

屋敷林等の身近な樹林地の保全に有効な特別緑地保全地区の指

定を促進するため、区市町村に対し、地区内の土地の買取等の費

用を助成する。  

 公社が受託施行中の土地区画整理事業地区において、地域住民

が行う接道部の緑化に係る経費の一部を助成し、緑豊かなまちづ

くりを推進する。  

○普及啓発  

 古くから東京に伝わる江戸園芸植物を都民に供給することによ

り、日本の伝統的な園芸の継承に寄与しつつ、特色ある緑化と緑
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の普及啓発を推進する。 

また、自治体等が主催するイベントに参加し、緑化に関する啓

発活動を行う。  

 

 

（５）防災・災害対策事業（自主）：11,880 千円 

事業目標 事業内容 

災 害 支 援

体 制 の 構

築 

○普及啓発  

自治体が主催するイベントに参加し、防災に関する啓発活動を

行い、防災意識の向上に寄与する。 
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Ⅱ.収益事業（地域支援事業） 

 

地域の健全な発展を図り、地域住民が安心して住み続けられるまちづくりを実

現するため、地域開発事業と地域活性化事業の２事業を行う。 

これらの事業の実施により、総合的なまちづくりを促進するとともに、公益目

的事業を安定的に実施するための原資を確保する。 

単位：千円 

事業費総額 

内     訳 

分譲開発諸費 
貸付運営 

管理事業費 

貸付建物 

減価償却費 
事業管理費 

2,986,342 292,688 1,776,167 617,901 299,586 

※開発事業に係る資本的支出：10,000 千円、 

貸付建物に係る資本的支出：543,569 千円（資産となるため事業費に含まず） 

 

（１）地域開発事業（自主） 

まちづくりの促進や健全な市街地への誘導を目的として、建物共同化等を進め

る。  

                    分譲開発諸費： 292,688 千円 

事業目標           事業内容 

健 全 な 市

街 地 へ の

誘導 

良好な住宅地の形成を図るため、用地処分を行う。 

また、都市計画道路の整備に伴う沿道まちづくりの一環として、

豊島区東池袋地区で令和 7 年度に周辺住民と設立した防災街区整備

事業準備組合の一員として、令和 8 年度の都市計画決定を目指し事

業実現に向けた関係各所と協議及び手続きを進め、地域の防災性向

上を図る。また、土地区画整理事業の進捗に伴う東小金井駅北口地

区で建物共同化を進め、駅前地域の活性化を図る。 

 

 ＜公社用地処分計画＞ 

令和８年度における用地処分は、次表の計画に基づき実施するものとする。 
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市 名 地 区 名 
処分予定面積 

（㎡） 

処分予定価額 

（百万円） 
利用目的 

稲城市他 稲城榎戸地区他 1,000 100 住宅用地他 

 

（２）地域活性化事業（自主）  

土地・建物貸付や取得した土地等において地域拠点施設整備を推進する。 

貸付運営管理事業費：1,776,167 千円 

                    貸付建物減価償却費：617,901 千円 

事業目標 事業内容 

地 域 活 性

化の促進 

 ＪＲ青梅線河辺駅北口の河辺タウンビルをはじめとする建物貸

付を行う。また、幹線道路沿い等の公社用地で事業用定期借地権

を活用した土地貸付を行う。 

 

 ＜土地・建物等貸付事業計画＞ 

令和８年度における土地・建物等貸付は、下記の計画に基づき実施するもの

とする。 

区 市 名 地 区 名 
貸付用途及び 

貸付箇所 

貸付予定金額 

 （百万円） 

八 王 子 市 椚  田  他 1 0 地 区 

建物貸付 

 

事業用定期借地貸付 

 

駐車場貸付 

 

一時貸付他 

3,000 

青 梅 市 青梅東部新町 他３地区 

町 田 市 忠生（第一・第二工区） 

日 野 市 神 明 上  他 ３ 地 区 

羽 村 市 小 作 台  他 １ 地 区 

あ き る 野 市 西 秋 留 駅 北 口 

稲 城 市 稲城南多摩駅周辺 他１地区 

多 摩 市 和  田 

小 金 井 市 東 小 金 井 駅 北 口 

豊 島 区 東 池 袋 

足 立 区 江 北 

 



－ 16 － 

Ⅲ.公社の機関等 

 

･････

･････

･････

･････

･････

公社の財務諸表を監査し、会計監査報告を

監 事

会 計 監 査 人

理 事 会

理 事 長

業務執行理事

作成する。

２.執行機関

３.監査機関

公社を代表し、業務を統括、執行する。

理事長を補佐し、担当の業務を執行する。

理事の職務の執行を監査し、監査報告を

作成する。

１.監督機関 評 議 員 会 定款第17条に定められた事項について

決議する。

定款第37条に定められた職務を行う。

･････

 

４ .内部統制体制構築の取組  

ガバナンス基本方針、内部統制、コンプライアンス、リスク管理に関する規

程等を定め、各委員会により社内状況を把握し社内ルールを徹底するとともに、

体制整備やコンプライアンスに関する啓発・訓練を実施する。また、公益通報

の受付や相談等に応じるため、公益通報窓口を運用する。  
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Ⅳ.組織 

総 務 課

総 務 部 人 事 課

企 画 経 理 課

情 報 推 進 課

内 部 監 査 室

事 業 課

ま ち づ く り 部 技 術 課

用 地 課

多摩東部区画整理事務所

多摩西部区画整理事務所

日野・八王子区画整理事務所

第一防災まちづくり事務所

第二防災まちづくり事務所

事 業 課

下 水 道 部 工 務 課

設 計 課

再資源利用課

八王子下水道事務所

東多摩下水道事務所

西多摩下水道事務所

南多摩下水道事務所

発生土再利用センター管理事務所

事 業 管 理 課

事 業 企 画 部 企 画 調 整 課

都市づくり支援室

会
計
監
査
人

職員数 ３６９名

令和８年４月１日予定

理
事
会

理
事
長

理
事

評
議
員
会

監
事

 


